
1

1) エネルギー脱炭素化の潮流
-パリ協定からの動向／COP26
-日本におけるカーボンニュートラル

2) 脱炭素社会のエネルギー
- CCUS／カーボンリサイクル／合成燃料
- NETゼロ排出／エネルギーシステム

3)水素エネルギーの役割
-水素利用の意義
-水素製造技術／水素キャリア／水素利活用技術

4) 水素社会構築に向けた動向
-水素サプライチェーン／水素キャリアの特徴／P2G
- NEDO事業／地域水素利活用・GI基金
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脱炭素化の発端となったパリ協定
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・COP21（2015年12月）にて採択、 2016年11月発効
・COP24（2018年12月）にて詳細ルール合意、COP26（1年延期、2021年11月）

<世界全体の目標>
・長期気温目標：世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べ2度より十分低
く保ち、1.5度に抑える努力を追求
・適応目標：気候変動の影響に対する適応能力と気候レジリ エンスを強化
・資金目標：温室効果ガス（GHG）の排出が低く気候に対して強靭である発展
に資金の流れを適合

<グローバル・ストックテイク>
・2023年から5年毎に世界全体の目標に向けた進捗状況をチェック
・各国の目標改訂に反映

<各国の行動>
・国情に合わせて自主的に温室効果ガス削減・抑制目標を設定（NDC)
・進捗状況を定期的に報告し、レビューを受ける（Pledge & Review）
・5年毎に目標を見直す
・2050年を念頭に長期戦略を策定

今世紀後半に正味の排出ゼロ（脱炭素社会）を目指す



脱炭素化の潮流 ～パリ協定後の動向～
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2015年12月：COP21においてパリ協定採択
2018年 7月：第5次エネルギー基本計画

10月： IPCC 1.5℃特別報告書
2019年 6月：パリ協定長期成長戦略（UNFCCC事務局へ提出）

10月：グリーンイノベーションウィーク(TCFDサミット、ICEF、RD20)
2020年 1月：革新的環境イノベーション戦略公表

7月：グリーンイノベーション戦略推進会議発足
10月：2050年カーボンニュートラル宣言
12月：グリーン成長戦略公表

2021年 4月：気候サミット（バイデン大統領主催）
6月：G7サミット（英・コーンウォール）、グリーン成長戦略具体化
7月：第6次エネルギー基本計画素案公表
9月：国連総会（ニューヨーク）

10月：第6次エネルギー基本計画閣議決定、G20サミット（ﾛｰﾏ）
11月：COP26（英・グラスゴー）



脱炭素化の潮流 ～各国におけるCO2排出削減目標(1)～
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<EU>
・2018年11月に2050年のカーボンニュートラル経済の実現を目指す「A clean 
planet for all」という「ビジョン」を公表

複数の前提を置いた､80％（5つ）、90％（1つ）、100％削減（２つ）となる
8シナリオを分析

・2020年3月に長期戦略を提出：「2050年までに気候中立達成」を目指す
・CO2削減目標を2030年に1990年比少なくとも55％とすることを表明。本目標
に関連した法案を2021年6月に提案
・コロナ復興計画を盛り込んだ総額1.8兆ユーロ規模の中期予算枠組(MFF)及
びリカバリーファンドに合意。予算総額の30％（復興基金の37％）を気候変動
に充当

<英国>
・気候変動法（2019年6月改正）の中で、2050年ゼロ目標を法制化

・2021年4月に2035年までに温室効果ガスを1990年比78％削減すると発表
・長期戦略については、2021年提出に向けて準備中

欧州は2050年に関する野心的なCO2排出削減目標を宣言

EU及び英国はカーボンニュートラルを目指す／義務化



脱炭素化の潮流 ～各国におけるCO2排出削減目標(2)～
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<米国>
・気候変動の課題を最重要政策の一つに位置付け。

・2035年の電力脱炭素の達成、2050年以前のネット排出ゼロや、クリーンエネ
ルギー等のインフラ投資に、4年間で2兆ドル投資する計画を発表。
・2021年4月の気候サミットにおいて、2030年目標を2005年比50ｰ52％とする
ことを公表

<中国>
・2020年9月の国連総会一般討論のビデオ演説で、習近平主席は2060年カーボ
ンニュートラルを目指すと表明

・EVやFCV等の脱炭素技術に注力、2020年のNEV（新エネ車）の補助金予算は
4,500憶円程度
・石炭消費を14次5か年計画で厳しく制限し、15次計画（2026-2030年）で減少さ
せ、2030年までに炭素ピークを達成

米国：バイデン大統領は2035年の100％クリーン電源、2050年の
カーボンニュートラルを目指すなど脱炭素化に積極姿勢

中国：カーボンニュートラルを目指すと表明
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国連気候変動条約第26回締約国会議（COP26）
<概要>
・日程：2021年10月31日（日）～11月13日（土） ※当初の予定より1日延期

・場所：英国・グラスゴー（議長：アロック・シャルマCOP議長）
・首脳ｾｯｼｮﾝ参加者：約130ヶ国以上の首脳：日本（岸田総理）、英国（ｼﾞｮﾝｿﾝ首相）、
米国（ﾊﾞｲﾃﾞﾝ大統領）、仏（ﾏｸﾛﾝ大統領）、独（ﾒﾙｹﾙ首相）、伊（ﾄﾞﾗｷﾞ首相）、カナダ（ﾄﾙ
ﾄﾞｰ首相）、ＥＵ（ﾌｫ ﾝﾃﾞｱﾗｲｴﾝ委員長）、インド（ﾓﾃﾞｨ首相）、韓国（文大統領）等

※主な不参加国：中国（習近平主席）
※書面での挨拶、ロシア（ﾌﾟｰﾁﾝ大統領）、ブラジル（ﾎﾞﾙｿﾅﾛ大統領）、サウジアラビア（ｻﾙﾏﾝ国王） 等

○参加者はCOP史上最大の約4万人。

<COP26の主要スケジュール> 
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COP26における交渉結果
<COP全体決定>
最新の科学的知見に依拠しつつ、2050年カーボン・ニュートラル及びその経過点である
2030年に向けて野心的な気候変動対策を締約国に求める内容。決定文書には、全ての国
に対して、排出削減対策が講じられていない石炭火力発電の逓減及び非効率な化石燃料
補助金からのフェーズ・アウトを含む取組を加速すること、先進国に対して、2025年までに途
上国の適応支援のための資金を2019年比で最低２倍にすることを求める内容が盛り込まれ
た。

<市場メカニズム>
パリ協定第６条に基づく市場メカニズムの実施指針が合意され、当該合意により、パリルー
ルブックが完成した。実施指針のうち、二重計上の防止については、我が国が打開策の一
つとして提案していた内容がルールに盛り込まれ、今回の合意に大きく貢献した。

<透明性枠組み>
各国の温室効果ガス排出量の報告及びNDC達成に向けた取組の報告様式を全締約国共
通の表形式に統一することが合意された。

<共通の時間枠>
温室効果ガス削減目標を2025年に2035年目標、2030年に 2040年目標を通報（以降、５年
毎に同様）することを奨励。

<気候資金>
2025年以降の新たな途上国支援の数値目標の議論を開始。新たな協議体を立ち上げ、
2024年まで議論することとなった。

出典） RITE革新的環境技術シンポ（2021.12.1） 木原氏資料
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グラスゴー・ブレイクスルー

<各セクターの内容>
①電力： 2030年までに全ての国の電力需要を効率的に満たすためには、クリーンな
電力が最も安価で信頼できる選択肢となること。

②陸運：ZEVが日常的なものとなり、2030年までに全ての地域でアクセス可能・手頃
・持続可能なものとなること。

③鉄： 2030年までにすべての地域で、効率的でゼロ排出に近い鉄鋼生産(near-zero 
emission steel)が確立され、世界市場ではそうした鉄鋼が望まれて選択されること。

④水素： 2030年までに、手頃な価格の再エネ由来・低炭素水素が世界的に利用可能
になること。

⑤農業：2030年までに、気候変動に強い持続可能な農業が世界中の農家に採用され
る選択肢となること。

・グラスゴー・ブレークスルーは、パリ協定の目標を達成するために必要なクリーン技術の
開発・展開を加速させる ためにこの10年にかけて国際的に協調することを目指す英国の
イニシアチブ。

・具体的には電力・陸運・鉄・水素・農業の分野で2030年に向けて世界全体が目指すべき
方向性を提示。日本は、全体に承認するとともに各国が招待を受けていた4分野（農業以
外）に参加。

・G7全加盟国、中国、豪州、インド、トルコ等、42カ国・地域が賛同



イノベーション・アクションプランにおける５つの重点領域

太陽光や風力など、CO2を排出しない「非化石エネルギー」（①）によってつくられたエネルギーは、エ
ネルギーネットワーク（②）を通じて事業者や家庭に届けられる。なかでも水素（③）は、エネルギーと
して利用できるだけでなく、日用品の生産など産業分野にも活用できる。一方、石油や石炭など「化石
燃料」による発電や発電以外の熱利用など、エネルギー製造から利用までの過程や、産業分野から
排出されるCO2は、「カーボンリサイクル」「CCUS」によって“回収・利用・貯留”する（④）とともに、生
態系を利用した農林水産業（⑤）によって温室効果ガスの排出削減・吸収を目指すことが重要。 10

革新的環境イノベーション戦略（2020.1.21策定）



2050年カーボンニュートラルに向けた我が国の動向
■内閣総理大臣所信表明演説（令和２年10月26日）：2050年までに温室効果ガスの排出を全体として
ゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す。
■ 内閣総理大臣施政方針演説（令和３年１月18日）：環境対策はもはや経済の制約ではなく、社会経
済を大きく変革し、投資を促し、生産性を向上させ、産業構造の大転換と力強い成長を生み出す鍵。
COP26までに、意欲的な2030年目標を表明し、各国との連携を深めつつ、世界の脱炭素化を前進させる。
■ 地球温暖化対策推進本部（令和３年４月22日）：2050年目標と整合的で、野心的な目標として、2030
年度に、温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指す。 さらに、50％の高みに向けて、挑
戦を続ける。このあと、気候サミットにおいて、国際社会へも表明する。

■ G７サミット2021首脳コミュニケ（令和３年６月13日）：雇用創出、排出削減、気温上昇1.5度抑制を追
求するグリーン革命を支援して、我々の地球を守る。2030年までの20年間で我々全体の排出を半分に
抑え、2025年までに気候資金を増加及び改善させつつ、遅くとも2050年までのネット・ゼロにコミット。

《関連計画等の見直し》

■地球温暖化対策計画の見直し
・中期：2030年度に2013年度比26%減
・長期：2050年までに80％減
★2021.11のCOP26に向け改定予定

■エネルギー基本計画の見直し
・2030年エネルギーミックスの実現
火力全体56％（77％）、原子力22～20％（6％）、
再エネ22～24％（17％）※（2018年度）
★地球温暖化対策計画と併せ改定予定

■パリ協定長期成長戦略の見直し
・ビジネス主導の非連続なイノベーションを通じ
た 「環境と成長の好循環」の実現

★2050年カーボンニュートラルに伴い見直し

《グリーン成長戦略》

■2050年カーボンニュートラルに伴う
グリーン成長戦略（案）（R3.6.2）
★革新的イノベーションに関わる重要分野
について実行計画を策定（昨年末の内容を

更に深堀り、そのエッセンスを成長戦略に
位置付け閣議決定予定）

・「経済と環境の好循環」を作っていく産業
政策＝グリーン成長戦略

・産業成長が期待され、2050年カーボンニュ
ートラルを目指す上で不可欠な14の重要分
野において、目標、研究開発・実証、制度
整備等を盛り込んだ「実行計画」を策定

・2兆円のグリーンイノベーション基金を創設

《地域脱炭素ロードマップ》

■国・地方脱炭素実現会議の設置
（R2.12.25)
★議長：官房長官、副議長：環境、総務大
臣、委員：地方創生担当、農水、経産、国
交の各大臣＋６自治体の長

★国・地方が協働する地域脱炭素ロードマ
ップを策定（R3.6.9）

①脱炭素先行地域（100か所以上）
②脱炭素の基盤となる重点対策の全国
実施（各地の創意工夫を横展開）

参考）ゼロカーボンシティの拡大
・東京都、京都市、横浜市を始めとする

399自治体が「2050年までにCO2排出実
質ゼロ」を表明（R3.6.4時点） 11
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日本におけるCNに向けた需要側の取組の方向性
・徹底した省エネ① を進めるとともに、非化石電気や水素等の非化石エネルギー
の導入拡大② に向けた対策を強化

・省エネ法に基づく規制の見直し・強化や、支援措置等を通じた省エネ対策を強化

・供給側の非化石拡大を踏まえ、需要側における電化・水素化等のエネルギー転
換の促進などに向けた対策を強化

＜徹底した省エネ強化＞

・【産業】産業・業務ベンチマークの拡充・見直し

省エネ技術開発・実用化・導入促進支援

・【民生】ZEB／ZEH普及拡大、建築物省エネ基準見直し

機器・建材トップランナー制度の見直し・強化

・【運輸】燃費規制の執行強化／荷主制度見直し／物流効率化

＜需要側におけるエネルギー転換促進などの対策強化＞

・自家消費再エネや水素等の非化石エネルギー導入拡大

（＝需要の高度化）

・余剰再エネの活用など電気の需給状況に応じた需要の最適化

・系統安定化のための自家発の活用や機器制御による対応等

将来に向けて必要な技術
CCS、DACCS、BECCS等

エネルギー使用量
出典）第30回省エネ小委（令和３年２月19日）資料



第6次エネルギー基本計画
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<一次エネルギー供給>

水素・アンモニア
約1%程度

<電源構成>

・基本方針は脱炭素化を重視、再エネを主力電源と位置付け
・再エネは太陽光と風力を軸に導入量拡大／原子力の建替・新規増設を明記せず
・火力は新技術を併用して脱炭素化を促進、安定供給を強調

2021.10.22 閣議決定



安定的なエネルギー需給構造の確立を図るための
エネルギーの使用の合理化等に関する法律等の

一部を改正する法律案
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エネルギー関連法（省エネ法、高度化法、JOGMEC法、鉱業法、
電事法）との束ね改正

<背景> 第6次エネルギー基本計画を踏まえ、「2050年カーボンニュートラル」や
2030年度の野心的な温室効果ガス削減目標の実現に向け、日本のエネ
ルギー需給構造の転換を後押しすると同時に、安定的なエネルギー供給
を確保するための制度整備が必要

<概要> (1) 需要構造の転換（エネルギーの使用の合理化等に関する法律）
①非化石エネルギーを含むエネルギー全体の使用の合理化
②非化石エネルギーへの転換の促進
③ディマンドリスポンス等の電気の需要の最適化

(2) 供給構造の転換（エネルギー供給構造高度化法、JOGMEC*法、鉱業法）
①水素・アンモニア等の脱炭素燃料の利用促進
②CCSの利用促進
③再生可能エネルギーの導入促進
④レアアース・レアメタル等の権益確保

(3) 安定的なエネルギー供給の確保（電気事業法）
①必要な供給力（電源）の確保
②電力システムの柔軟性向上

2022年3月1日閣議決定

*；石油天然ガス・金属鉱物資源機構
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省エネ法の改正
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CCUS／カーボンリサイクル
カーボンリサイクル：CO2を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化や人工光合成、
メタネーションによる素材や燃料への利用等とともに、大気中へのCO2排出を抑制

共通課題：熱・圧力・物質等の全体最適化（低コスト化など）、LCA（現行プロセスとの比較）

出典） ｶｰﾎﾞﾝﾘｻｲｸﾙ技術ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
経済産業省（令和元年6月）
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CO2分離回収技術

•設備・運転コスト及び所要エネルギーの削減：
新しい基材（吸収材、吸着材、分離膜）の開発
（選択性、容量、耐久性の向上）
基材の製造コストの低減
プロセスの最適化（熱、物質、動力等）など

技術課題 •排出源、用途に応じた分離回収法の選定
•発生源と需要・供給先を連携させたカーボン
リサイクルに適合するCO2分離回収システ
ムの構築 （コプロダクション）
•輸送、貯蔵
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CCUSの特徴・役割

・CCUの場合、燃料利用ではCO2固定効果はほぼゼロ、化学品でもライフタイ
ムを仮に3年とすると、化学品のCCUはCCSに比べ、CO2の固定効果は1/100
となる。コンクリートでの鉱物化を除けば、多くのCCUはCO2固定効果はあまり
見込めない。

・とくに燃焼利用等では、カーボンフリー水素利用の利便性を増すためにCCU
の役割がある。よって、CO2削減効果という点では水素利用の拡大という点で
の評価が必要で、エネルギーシステム全体での総合的な分析が必要。

CO2固定効果ではなく、水素による
化石燃料代替効果によるCO2削減

<CO2固定効果（固定年数）>
100～1000年程度
（貯留サイトが適切であれば、
ほぼ無限と考えても良い）

（製品によるが、日本の
ように燃焼廃棄(熱利用)
が多い場合はCO2固定
年数は短く、欧米のよう
に埋め立てが多い場合
は長い）

出典） RITE革新的環境技術シンポ（令和２年12月９日）秋元氏資料



合成燃料について
<合成燃料とは、CO2とH2を合成して製造される燃料>

気体合成燃料：サバティエ反応等のメタネーションによって製造される合成メタン
FT合成反応の副生物とされるﾌﾟﾛﾊﾟﾝやﾌﾞﾀﾝを狙った合成 (ﾌﾟﾛﾊﾟﾈｰｼｮﾝ)

液体合成燃料：FT合成反応等によって製造されるガソリン・灯油・軽油等の混合物
・・・・複数の炭化水素化合物の集合体（いわば、人工的な原油）

メタノール合成によるメタノール等の多くの含酸素化合物
・・・・メタノールはMTGプロセスによってガソリンにも転換可能

19出典） 合成燃料研究会、中間とりまとめ（令和3年4月）



日本の正味ゼロ排出のイメージ
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出典） RITE革新的環境技術シンポ（2021.12.1）
秋元氏資料
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脱炭素社会におけるエネルギーシステムの例

運輸部門 家庭部門 業務他部門 産業部門

電力

水素
合成
燃料

電力

水素

バイオ
燃料等

（最終消費部門）

発電

水素
製造

合成燃料
製造

燃料製造
（バイオ）

燃料製造
（化石）

石炭
製品

石油
製品

都市
ガス

再エネ
(熱)

石炭 石油
天然
ガス

水素・ｱﾝﾓﾆｱ 再エネ 原子力

CO2回収

CO2利用 CO2固定化

CO2回収

大気からの
CO2回収

CO2

（輸入）
電化が困難な領域での
バイオ・新燃料の利用

ｴﾈﾙｷﾞｰの
低炭素化

電化促進

地下貯留・
鉱物化等

脱炭素化対策；

（輸入）

（輸入）



水素エネルギー利用の意義／エネルギー政策上の位置付け

水素エネルギー利用は、90%以上の一次エネルギーを海外化石燃料に依存する日本のエネ
ルギー供給構造を変革・多様化させ、大幅な低炭素化を実現するポテンシャルを有する。

・化石燃料を水素に代替することによるエネルギー源の多様化・エネルギーセキュリティの向上

・水素発電やFCV・産業分野での水素利用（熱、プロセス）によるエネルギー利用の低炭素化

22
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脱炭素社会における水素の役割

CCS (地中固定・
鉱物化など)

CO2

水素

化石資源
（石炭・褐炭・天然ガスなど）

ガス化・水
蒸気改質など

変動再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
（太陽光・風力など） 水電解など

(ｱﾙｶﾘ・PEM・SOEC)

電気
蓄電

原子力 ・ 水力

ﾊﾞｲｵﾏｽ・廃棄物 化石燃料
（＋CCSなど）

燃焼

CO2

メタネーション・
FT合成反応など CH4

合成燃料

化学部門での
CCUなど 化学製品

輸送・貯蔵

運輸部門での利用
(FCV, FC及び水素ｴﾝｼﾞﾝ ﾄﾗｯｸ・船舶・列車など)

家庭・業務部門での利用
（燃料電池・ｴﾈﾌｧｰﾑ）

水素発電 (GT, FC,ｴﾝｼﾞﾝなど)

工業部門での熱利用

家庭・業務・産業でのｶﾞｽ利用

運輸でのエンジン燃料利用

LH2, MCH, NH3など

燃焼利用等では、カーボンフリー水素利用の利便性を増すためにCCUの役割がある‼
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化石燃料

廃棄物

水蒸気改質
部分酸化
ガス化

高圧水素ガス
液体水素
金属水素化物
化学反応媒体

発電

光分解
微生物
ガス化

高圧水素ガス
液体水素
金属水素化物
化学反応媒体

電力、熱
動力

（燃料電池）
（エンジン）
（タービン）
（燃 焼）

H2

エネルギー源 水素製造 輸送と貯蔵 利 用

太 陽
水 力
風 力
地 熱
海 洋

バイオマス
原子力

電気熱、動力

水電解

<化石燃料高効率利用 環境対応>

<再生エネルギー利用 環境対応>

H2

H2

H2

H2

水素エネルギーシステムの基本構成



水素製造技術
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製造技術 内容・特徴

接触水素
化反応

部分酸化
(CH2)n + O2 → CO + H2 ；石油化学工業で使用
原油残渣などを原料とし，触媒無しで粗ガスを製造

石炭ガス化
C + H2O → CO + H2／ C + 2H2O → CO2 + 2H2
コークス炉ガス（COG），H2は約60%

水蒸気改質
CmHn + mH2O → (n/2 + m)H2 + mCO （吸熱）
CO + H2O → CO2 + H2 + 41.2 kJ （発熱）
主にメタンを使用，バイオマス，廃棄物資源も可

水を原料

水電解
原子力，再生可能エネルギーからの電気を利用
アルカリ水／固体高分子型／高温水蒸気

熱化学分解
プロセス排熱，高温ガス炉，太陽熱を利用
多段化学反応サイクル（UT-3，ISプロセス）

光分解
太陽の光エネルギーを利用
湿式太陽電池／光触媒反応／微生物水素生産
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水素の製造方法評価（イメージ）

・ 水素エネルギーの評価（水素供給量、製造コスト、環境負荷低減の度合い等）は、
水素製造方法により大きく異なる。

・ 各製造方法の定量的な比較は現時点では困難（有識者ヒヤリング、等による）
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未利用エネルギーからの水素製造
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水素の貯蔵・輸送方法

・ 水素の製造・利用方法、供給地と需要地の距離などにより、様々な方法を検討

・ 需要規模や、需要の方法等に合わせた技術開発が必要



水素キャリアの特徴
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・水素キャリアの選定は、水素社会の在り方を決める重要な論点であるが、それぞれ異なる課題を抱えて
おり、長期的にどれが総じて優位となるか現時点で見極めることは不可能。

・加えて、化学的な特性や既存インフラ等の活用可否により、用途等の棲み分けも長期的に行われると
考えられるため、現時点でキャリアを絞り込まず、競争を促しつつも各々の技術的課題克服等を支援。

・また、キャリアの評価に当たっては、水素化、脱水素かのコストに加えて、輸送（国際輸送）、配送（国内
配送）のコストなども加味し、総合的に評価することが重要。

キャリア 液化水素 MCH アンモニア メタネーション

体積(対常圧水素) 約1/800 約1/500 約1/1300 約1/600

液体となる条件、
毒性

-253℃、常圧
毒性無

常温常圧
トルエンは毒性有

-33℃、常圧等
毒性、腐食性有

-162℃、常圧
毒性無

直接利用の可否 N.A.(化学特性変化無) 現状不可 可（石炭火力混焼等）
可（都市ガス代替）

高純度化のための
追加設備

不要 必要（脱水素時）

特性変化等の
エネルギーロス

現在:25-35%
将来:18%

現在:35-40%
将来:25%

水素化:7-18%
脱水素:20%以下 現在：-32%

既存インフラ活用、
活用可否

国際輸送は不可（要新
設）。国内配送は可

可（ケミカルタンカー
等）

可（ケミカルタンカー
等）

可（LNGタンカー、
都市ガス管等）

技術的課題等
大型海上輸送技術（大
型液化器、運搬船等）
の開発が必要

エネルギーロスの更
なる削減が必要

直接利用先拡大のため
の技術開発、脱水素設
備の技術開発が必要

原則、グリーン水素
を利用、CO2供給
が不可欠



各水素キャリアの貯蔵密度
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0 5 10 15 20 25 300

50

100

150

200

250

質量貯蔵密度 wt%

体
積
貯
蔵
密
度

kg
-H

2/m
3

圧縮水素(70MPa)
メチルシクロヘキサン

液化水素

ガソリン

アンモニア(液体)

圧縮水素(20MPa)

液化水素：沸点-252.6℃

アンモニア：沸点-33℃，液化0.857MPa@20℃
・水素5kgを容器に入れた場合
の貯蔵密度 (容器は含まず)

・水素の運搬量により変化する

ﾄﾙｴﾝ：C7H8 MCH：C7H14
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水素利活用技術の適用可能性

・ これまで水素は、主として石油精製過程における水素化脱硫や、各種工業

プロセスにおける産業ガスとして利用されてきたが、定置用燃料電池や燃
料電池自動車の形での活用が実用化されている。

・ 将来的には、これらの用途以外にも代替エネルギーとして水素を利用する
ため、国内外で実証研究等が行われている。



水素利用システムを考える際のポイント

<水素源・製造方法（どのような素性の水素を利用するか）>
-原料は何か? ；水／化石燃料(石炭/天然ｶﾞｽ)／ﾊﾞｲｵﾏｽ／副生水素、等

→ グリーン水素／ブルー水素／グレー水素
-製造方法は? ；電気分解(ｱﾙｶﾘ/PEEC/SOEC)／水蒸気改質／部分酸化、等

<貯蔵・輸送方法（どのような形態で水素を貯蔵して運ぶか）>
-水素キャリアの選択；圧縮ガス／MCH／ｱﾝﾓﾆｱ／液化水素、等
-輸送方法は? ；ﾎﾞﾝﾍﾞ輸送／ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ／ｹﾐｶﾙﾛｰﾘｰ／吸蔵合金／ｱﾝﾓﾆｱ、等

<水素利用の目的（水素を使って何をしたいか）>
-使用機器は何か? ；燃料電池(PEFC/SOFC)／ｴﾝｼﾞﾝ／ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ／ﾊﾞｰﾅ、等

→発電／機械駆動／熱利用(ﾎﾞｲﾗｰ)、等
-何故、水素を使うのか? ；CO2削減／省ｴﾈ(効率向上)／省ｴﾈ、等

水素ありきではないことに注意!!

価値(CO2削減量、使用ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位、コスト)を明確にする!!
32
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水素社会構築に向けた最近の動向
水素基本戦略 （2017年12月）：

2050年を視野に入れ、将来目指すべき姿や目標として官民が共有する大きな方向性・ビジョンを示
し，国内再生由来水素の利用拡大、国際水素サプライチェーン、モビリティー、電力分野での利用拡
大を目指す。

エネルギー基本計画 (第5次、2018年7月)：
水素基本戦略等に基づき、水素が、自国技術を活かした中長期的なエネルギー安全保障と温暖化
対策の切り札となるよう、戦略的に制度やインフラ整備を進めるとともに、多様な技術開発や低コス
ト化を推進し、実現可能性の高い技術から社会に実装していく。

水素・燃料電池戦略ロードマップ 改訂（2019年3月）：
水素閣僚会議（2018年10月）に発表された「Tokyo Statement」の内容を反映し，水素サプライチェ
ーンの実現及び低コスト化に必要となる基盤技術および要素技術開発の継続実施。

水素・燃料電池プロジェクト評価・課題共有ウィーク（2019年6月）：
事業の取組評価による，ユーザー側からのニーズの提示、新たなシーズの発掘により、産学官全体
の活性化を図る。技術開発の課題を洗い出し、重点分野を設定した。

水素・燃料電池技術開発戦略 （2019年9月）：
ロードマップの改定及び課題共有ウィークの議論を受けて、具体的な技術開発事項を定めたもの。

NEDO水素・燃料電池プロジェクトレビュー （2021年6-7月）：
プロジェクト成果を発表するとともに課題を共有し、それらに対する新たなシーズ提供者とのマッチ
ングを図る。また、各分野の有識者からコメントを収集し、研究開発マネジメントの参考とする。

グリーンイノベーション基金（大規模水素サプライチェーンの構築、2021年8月）
エネルギー基本計画 (第6次、2021年10月)



水素基本戦略のシナリオ
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競争的な水素サプライチェーンの構築

・水素の社会実装は、水素がその需要地に対して、化石燃料を含む他エネルギー源に対し
てコスト競争力のある形で供給されない限り、自立的には進展しない

より競争的な水素サプライチェーン(SC)の構築が必要不可欠
・ただし、最適な水素SCは一義的には決まらないため、製造、輸送・貯蔵、利用の各断面
の外的要因を考慮した上で、社会実装モデルの構築を通じてシステム全体での徹底的な
合理化を行い、水素供給コストを最小化していくことが重要。

35

水素サプライチェーンを構築時に考慮すべき外的要因

水素需要の大きさと分布
•各需要地がどの程度離れているか
•大規模な需要地が存在するか
•需要はどのように変動するか等

製造源の競争力
•再ｴﾈ電源、化石燃料＋CCUSｺｽﾄ
•域内余剰電力量(卸電力価格に反映)
•需要エリアまでの距離等

既存インフラ活用可否
•系統立地とその空き容量
•水素パイプラインの敷設状況
（コンビナート内）等

水素供給コストが最小となる最適な水素サプライチェーンの決定

•水素供給コスト＝水素製造コスト＋水素輸送等コスト
（水素化、脱水素化、貯蔵コスト等を含む）

•供給コスト最小化のための選択肢(例)：
水素製造方法、水電解等設置場所、水素キャリア、各設備スペック等



水素サプライチェーン構築事業（NEDO）

36

商用レベルの1/100程度のプロトタイプ規模（数千万Nm3
換算）のサプライチェーンを構築しシステム技術を確立

水素混焼・専焼発電技術およびエネルギー
システム市場化に必要な技術を確立

(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築 (ロ)水素エネルギー利用システム開発

実
証

開
発

液水サプライチェーン

MCHサプライチェーン

液水基地

液水バルブ
大型化

水素CGS

水素GT・ボイラ・エンジン

NH3利用



脱炭素社会に向けた水素供給の道筋
・水素は多様なエネルギー源から製造可能であるが、日本は国内の資源ポテンシャルが
限定的であるため、大規模な社会実装には価格競争力のある海外水素の活用が必要。

・また、エネルギー安全保障向上の観点から、その調達源の多様化、調達先の多角化を
推進するとともに、余剰再エネ等を活用した国内水素製造基盤を有することも重要。

・さらに、水素の大規模輸入が実現するまでは、副生水素など、既存の水素供給源を最
大限活用することが必要不可欠。

短期(~2025年頃) 中期(~2030年頃) 長期（~2050年）

実績・目標量 約200万トン 最大300万トン 2000万トン程度

既存供給源
（副生水素等）

主要な水素供給源
として最大限活用

供給源のクリーン化（CCUSの活用等）

輸入水素
実証・準商用化等
を通じた知見蓄積、
コスト低減

商用ベースの大規模
国際水素サプライ
チェーンの構築

調達源多様化・調達先
多角化を通じた規模拡

大

新たな国内供給源
（電解水素等）

実証を通じた知見
蓄積、コスト低減

余剰再エネ等を活用
した水電解の立ち上
がり

電解水素の規模拡大・

新たな製造技術の台
頭
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2021

2030

各国における水素製造コストの比較
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水素キャリアの特徴

39

・水素キャリアの選定は、水素社会の在り方を決める重要な論点であるが、それぞれ異なる課題を抱えて
おり、長期的にどれが総じて優位となるか現時点で見極めることは不可能。

・加えて、化学的な特性や既存インフラ等の活用可否により、用途等の棲み分けも長期的に行われると
考えられるため、現時点でキャリアを絞り込まず、競争を促しつつも各々の技術的課題克服等を支援。

・また、キャリアの評価に当たっては、水素化、脱水素かのコストに加えて、輸送（国際輸送）、配送（国内
配送）のコストなども加味し、総合的に評価することが重要。

キャリア 液化水素 MCH アンモニア メタネーション

体積(対常圧水素) 約1/800 約1/500 約1/1300 約1/600

液体となる条件、
毒性

-253℃、常圧
毒性無

常温常圧
トルエンは毒性有

-33℃、常圧等
毒性、腐食性有

-162℃、常圧
毒性無

直接利用の可否 N.A.(化学特性変化無) 現状不可 可（石炭火力混焼等）
可（都市ガス代替）

高純度化のための
追加設備

不要 必要（脱水素時）

特性変化等の
エネルギーロス

現在:25-35%
将来:18%

現在:35-40%
将来:25%

水素化:7-18%
脱水素:20%以下 現在：-32%

既存インフラ活用、
活用可否

国際輸送は不可（要新
設）。国内配送は可

可（ケミカルタンカー
等）

可（ケミカルタンカー
等）

可（LNGタンカー、
都市ガス管等）

技術的課題等
大型海上輸送技術（大
型液化器、運搬船等）
の開発が必要

エネルギーロスの更
なる削減が必要

直接利用先拡大のため
の技術開発、脱水素設
備の技術開発が必要

原則、グリーン水素
を利用、CO2供給
が不可欠



国際輸送と国内配送の一体的なインフラ整備の例
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国際間水素サプライチェーン実証

41

<グローバル水素>
日豪褐炭水素SCPJ
－液化水素－
<HYSTRA>

日ブルネイ水素SCPJ
－液化水素－

<AHEAD>



日豪褐炭水素(液化水素)SC事業の将来像

42

2020 ～2025 2030 2040 2050

水素輸送量 22.5万トン／年 450万トン／年 900万トン／年

発電容量 650 MW 13,000 MW 26,000 MW

日本の総発電量に占める割合 0.5 % 10 % 20 %

≒CO2削減量 300万トン 6千万トン 1.2億トン
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水素供給コスト(発電所前) の試算例

東工大GHEU第4回公開シンポジウム、伊原氏資料を基に作成

水素製造

キャリア製造

積地

海上輸送

揚地

国内配送

脱水素

海外再エネ（主に風力電力）による水電解水素製造を想定
研究開発ケース2030年・水電解電力価格3円／kWh・水電解設備利用率50％

0

10

20

30

40

50

60

水
素
供
給
コ
ス
ト

（
円
／
N
m
3
）

・CIFコストは、液化水素>NH3＞MCHの傾向だが、
発電所前供給コストでは顕著な差はみられない。

・液化水素では揚地コスト（タンクなど）が、MCHお
よびNH3では脱水素が大きい。

電力価格3円／kWh
であれば、天然ガ
ス改質や石炭ガス
化と同程度のコスト

CIF
コスト

液化水素 NH3MCH
液化電力の節約・低炭素化
／冷熱活用が課題

水素純度が高い

脱水素反応の排熱利用
が課題

既存アセット活用が容易

NH3の安全性確保／最適
規模の設定が課題

直接燃焼利用の可能性



44

グローバル水素の特徴

東工大GHEU第4回公開シンポジウム、伊原氏資料を基に作成

水素キャリアである液化水素、MCH、NH３にはそれぞれ特徴があり、 CO２制約
の強さ、技術の成熟度、関連インフラの整備状況、安全性、など時間軸および規模
によって優位性に違いがある。

液化水素：液化に必要な電力の低炭素化／地域に適合するプロセス設計
サプライチェーン全体の設計／ポテンシャル調査・検討
冷熱の活用検討（空気深冷分離、等）

MCH：脱炭素反応に必要な熱供給を低環境負荷で行うプロセス・システムの設計
水素化反応の発熱の活用検討／ポテンシャル調査・検討

NH３ ：安全性確保と適正規模の設定／直接燃焼法の適用と利用価値の検討

<各キャリアの課題 (研究開発による基本的な要素技術課題以外のもの)>

<現時点での棲み分け(適材適所)の想定>

規
模

大

小

現在 未来

MCH；排熱利用可能な
適地での限定的利用

NH3；アンモニアの
直接燃焼利用

液化水素；大規模利用



・再エネからの電力を水素に転換し利用するシステム（P2G）を開発し、
再エネ拡大時の課題解決と、水素の最大限の活用を図る。

45

余剰電力のエネルギー貯蔵 <ローカル水素>
（Power to Gas) 



様々なエネルギー貯蔵形態の特徴

46
発
電

送
配
電

最
終
需
要

技術、エネルギー種
によって、エネルギ
ー貯蔵における得意
領域は異なる。

出典：IEA Technology Roadmap-Hydrogen and Fuel Cell, 2015.

適材適所の蓄エ
ネルギーの選択



Power to Gas プロジェクト の例 (NEDO)
・再エネの大量導入は調整力確保とともに余剰の活用策が必要．
・「季節を超える長周期の変動」に対しては有効水素利用のポテンシャルは大．

地域の再エネを最大限活用

47

福島県浪江町（FH2R) 山梨県甲府市米倉山



福島水素ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ﾌｨｰﾙﾄﾞFH2Rの計画内容
・2020年に水素製造・輸送プロジェクトの実証運用を開始
・NEDO事業（実施者：東芝ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑｽﾞ，東北電力，岩谷産業）

最大入力電力
10 MW

48

福島県のクリーンな水素を県内のみな
らず、2020年東京オリ・パラ(約500台
のFCV大会車両／聖火台及び一部の
聖火リレートーチ燃料)にも活用

(FCV約560台分の水素を製造)



・現在1Nm3の水素製造に最低でも 5 kWh の電力投入が必要であり、電力代だけで100円/Nm3

を超える可能性もある。

・投入電力単価の低減、電解水素製造原単位の低減、電解設備費の削減の全てが必要。また、
電解装置の設備利用率向上も課題。

電解効率：5 kWh/Nm3

【参考値】
電力：16～20円/kWh (2014年度）
PV   ：21円(2014)→11円/kWh (2030予測）
風力：15.6円(2014)→9.8円/kWh (2030予測)

<電解設備利用率による水素コスト内訳の変化> <水素コストに対する電力単価と電解設備利用率の影響>

再エネ利用ローカル水素の課題

変動再エネ余剰電力の利用で電力代は安くなるが，設備利用率が低下して水電解設備の寄与が増し，
結果的に水素製造コストは増大。グローバル水素では，海外の豊富な再エネ電力を利用し、高い設備
利用率で運転できるが，国内のローカル水素製造では余剰電力利用のため設備利用率は低くなる。49



CNまでの水素需要先拡大の道筋
・現在、需要はFCVやFCバスなどの輸送部門と、原油の脱硫用途などの産業部門などに
水素の直接利用は限定され、いずれもグレー水素が活用されている。

・今後は、FCトラックなどの商用車、水素船などが順次市場投入され、2030年頃に国際水素
SC商用化のタイミングで、発電部門（タービン混焼、専焼）などでの地域的実装を見込む。
・また、技術的課題の解決に加え、SCの大型化等を通じた水素供給コスト削減、インフラ
整備に伴い、鉄鋼や化学、航空等の脱炭素化が困難な分野でも水素利用が拡大。

・なお、各地に分散する家庭・業務部門も含む熱需要については、既存ガス管を含む供
給インフラの脱炭素化や、水電解装置と再エネ導入の更なる進展、純水素燃料電池の
導入等により段階的に脱炭素化。

50

短期（~2025年頃） 中期(~2030年頃) 長期（~2050年）
部門・目標量 約200万トン 最大300万トン 2000万トン程度
輸送部門 FCV、FCバスに加え、

FCトラック等への拡大
船舶（FC船等）等の

市場投入
航空機等への水素等
（合成燃料等）の利用

発電部門 定置用FC、小型タービン
を中心に地域的に展開

大規模水素発電GT
の商用化（SCと一体）

電力の調整力等とし
て機能

産業部門
（工業用原料）

原油の脱硫工程で利用する水素のクリーン化、製
鉄、化学分野の製造プロセス実証等の実施

水素還元製鉄、グ
リーンケミカル等

産業・業務・家庭
部門の熱需要

水電解装置の導入や、既存ガス管を含む供給イン
フラの脱炭素化等に伴い化石燃料を代替等する

ｲﾝﾌﾗ整備や水素ｺｽﾄ
低減による供給拡大50



グリーン成長戦略 2021年6月18日 経済産業省

<分野横断的な主要政策ツール>

- 2050年カーボンニュートラル実現のため、エネルギー・産業部門の構造転換、大胆な
投資によるイノベーションの創出といった取組を、大きく加速

- そのため、グリーン成長戦略に基づき、予算、税、金融、規制改革・標準化、国際連携
など、政策を総動員する。これにより大胆な投資をし、イノベーションを起こすといった
企業の前向きな挑戦を後押しし、産業構造や経済社会の変革を実現

(1) 予算：NEDOに10年間で2兆円の基金を造成／民間企業の研究開発・設備投資(15兆円)を誘発

(2) 税制：大胆な税制支援を措置／10年間で約1.7兆円の民間投資創出効果を見込む

(3) 金融：グリーンボンド発行支援体制の整備／成果連動型の利子補給制度 (3年間で1兆円規模)
ソーシャルボンドを円滑に発行できる環境整備／ESG金融の取組を促進

(4) 規制改革・標準化：規制強化・規制緩和・国際標準化／経済的手法(ｶｰﾎﾞﾝﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ等)に取組む

(5) 国際連携：J-Bridgeの活用、海外実証・海外インフラPJの組成支援、貿易保険の機能強化

(6) 大学における取組の推進等：CNに資する学位プログラムの設定／STEAM教育の充実

(7) 2025年日本国際博覧会：革新的イノベーション技術実証の場／社会実装に役立つ形で発信

(8) グリーン成長に関する若手WG： 政策提言の実現に向けて議論を継続
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(革新的環境イノベーションの社会実装)
14重要産業分野の実行計画

足下から2030年、
そして2050年にかけて成長分野は拡大

産業競争力の基盤となる重点分野ごとに、2050年CN目標につながる、意欲的な2030年目標（性能・
導入量・価格・CO2削減率等）を設定し、民のイノベーションを、官が規制及び制度面で支援

52
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グリーンイノベーション基金
2050年CN実現に向け、NEDOに２兆円の基金を造成し、10年間、研究開発・実証から
社会実装までを継続支援

<グリーン電力の
普及促進分野
(WG1)>

①洋上風力発電の低コスト化 (上限1,195憶円)
②次世代型太陽電池の開発 (498憶円)

③大規模水素サプライチェーンの構築 (3,000憶円)
④再エネ等由来の電力を活用した水電解による水素製造 (700憶円)
⑤製鉄プロセスにおける水素活用 (1,935憶円)
⑥燃料アンモニアサプライチェーンの構築 (688憶円)
⑦CO2等を用いたプラスチック原料製造技術開発 (1,262憶円)
⑧CO2等を用いた燃料製造技術開発 (調整中)
⑨CO2を用いたコンクリート等製造技術開発 (567.8憶円)
⑩CO2の分離・回収等技術開発 (調整中)
⑪廃棄物処理の CO2削減技術開発 (調整中)

⑫次世代蓄電池・次世代モータの開発 (1,510憶円)
⑬電動車等省ｴﾈ化のための車載ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術の開発
⑭スマートモビリティ社会の構築 (調整中)
⑮次世代デジタルインフラの構築 (1,410憶円)
⑯次世代航空機の開発 (210.8憶円)
⑰次世代船舶の開発 (350憶円)
⑱食料・農林水産業のCO2削減・吸収技術の開発 (調整中)

<エネルギー構造
転換分野 (WG2)>

<産業構造転換
分野 (WG3)>

https://www.nedo.go.jp/activities/green-innovation.html



大規模水素サプライチェーンの構築 2021年8月26日公表

54

国際水素サプライチェーンの構築を通じて、水素供給コストを低減し、供給される
水素を水素発電等で大規模に利活用することで、目指すべき社会実装モデルを
構築する

https://www.nedo.go.jp/content/100936315.pdf



再エネ等由来の電力を活用した水電解による水素製造
2021年8月26日公表

水電解装置を用いた水素製造コストを削減し、製造された水素を有効活
用し、目指すべき社会実装モデルを構築する

•実施期間：2021年度～2030年度（予定）
•予算：320億円

55

https://www.nedo.go.jp/content/100936315.pdf



水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発-1

2021年7月28日公表
（ア）水素製造・利活用ポテンシャル調査 : 最大2年間（2021年度～2022年度）
〔1〕水素利活用トータルシステム調査
水素社会の実現に向け、再生可能エネルギーや副生ガスなどの資源を活用した水素製
造と、輸送・貯蔵・供給を含めた業務・産業分野等での水素利活用を複合的に組み合わ
せた統合的なエネルギーシステムモデルの実現可能性を国内外において調査する。

〔2〕国内における海外水素の大規模受入基地に関する可能性調査
将来の商用規模での水素サプライチェーン構築を見据え、日本国内における海外水素
の大規模受入基地の構築に関する可能性を調査する。

https://www.nedo.go.jp/content/100935300.pdf

テーマ名 実施予定先

水素ＣＧＳの事業モデル確立に関する調査
川崎重工業(株)、(株)大林組
関西電力(株)

関西圏の臨海エリアにおける水素供給モデルに関する調査
丸紅(株)、岩谷産業(株)、
ﾃﾞﾛｲﾄﾄｰﾏﾂｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(合)、
日鉄ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ&ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)

ハイドロエッジを活用したＣＯ２フリー水素・カーボンニュートラ
ルメタン製造供給に関する調査

関西電力(株)、岩谷産業(株)

夢洲EXPO’25会場を中心とした水素利活用トータルシステム
調査

（一社）都市環境エネルギー協会、日
本環境技研(株) 56



水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発-2
テーマ名 実施予定先

道東地域における家畜ふん尿由来水素利活用トータルシ
ステムに関する調査

(株)ドーコン

横浜港におけるカーボンニュートラルポート形成に向けた
水素利活用システム検討調査

横浜川崎国際港湾(株)、横浜市、
横浜港埠頭(株)

中部圏における海外輸入水素の受入・配送事業に関する
実現可能性調査

住友商事(株)、千代田化工建設(株)、
トヨタ自動車(株)、 (株)日本総合研究所、
(株)三井住友銀行

東京湾岸エリアにおけるＣＯ２フリー水素供給モデルに関
する調査

ＥＮＥＯＳ(株)、ＥＮＥＯＳ総研(株)、
川崎市

むつ小川原地区と東北エリアにおける水素製造・利活用
ポテンシャルに関する調査

ＥＮＥＯＳ(株)、
ﾃﾞﾛｲﾄﾄｰﾏﾂｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(合)、
新むつ小川原(株)

石狩湾新港洋上風力の余剰電力を活用した水素サプライ
チェーンに関する調査

(株)グリーンパワーインベストメント、
北海道電力(株)、
日鉄エンジニアリング(株)、 井本商運(株)、
エア・ウォーター(株)、京セラコミュニケー
ションシステム(株)

副生水素等による大規模水素供給・利活用モデル（周南
モデル）の構築と定量化に関する調査

(株)トクヤマ、(株)テクノバ
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水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発-3
（イ）地域モデル構築技術開発 : 最大5年間（2021年度～2025年度）
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水素利活用モデルの自立化を目指し、業務・産業等の様々な分野において
水素をコンビナート、工場や港湾等を中心としたエリアで複合的な利活用の
みならず、水素の製造・輸送・貯蔵を含めた統合的なエネルギーシステムの
技術開発を行います。

テーマ名 実施予定先

水素エネルギーの地産地消と、工業的熱利用による
温室効果ガスの総合的削減効果の実証研究

住友ゴム工業(株)

水素CGSの地域モデル確立に向けた技術開発・研究 川崎重工業(株)、(株)大林組

分散電源等を用いた福島地域における工場への再生
可能エネルギー導入率向上技術の開発

(株)デンソー



水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発-4
2021年12月3日公表
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https://www.nedo.go.jp/content/100940635.pdf
（ア）水素製造・利活用ポテンシャル調査 : 最大2年間（2021年度～2022年度）



水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発-5
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水素社会構築技術開発事業／地域水素利活用技術開発-6

（イ）地域モデル構築技術開発 : 最大5年間（2021年度～2025年度）
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水素エネルギーシステムの対象
~水素製造・利活用ポテンシャル調査を通じて

62

<製造> <貯蔵・輸送> <利用>
海外輸入H2

(ブルーH2 ・グリーンH2)
(余剰)再エネ水電解H2

(グリーンH2)

LNG水蒸気改質H2
(グレーH2 ・ブルーH2)
メタン直接改質H2

(ターコイズH2)

副生H2
(グレーH2 ・ブルーH2)

廃プラガス化(EUP)H2
(グレーH2)

石炭地下ガス化H2
(グレーH2 ・ブルーH2)

原子力活用
(グリーンH2)

圧縮H2

液化H2

MCH

アンモニア

ﾒﾀﾈｰｼｮﾝﾒﾀﾝ

H2吸蔵合金

合成燃料

ボンベ・ローリー

タンクコンテナ

パイプライン

ケミカルタンカー

定置用FC

H2ステーション
FCV・FCモビリティ
港湾荷役機械(CNP)

GT発電／火力発電
GT・エンジンコゼネ

製鉄所／製油所
化学工場

工業炉／ボイラー
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まとめ ～脱炭素社会における水素ｴﾈﾙｷﾞｰの役割～

・エネルギーシステム
・・・・・・ 水素・合成燃料・アンモニアもやはり輸入が主

・省エネ強化／非化石エネルギー導入拡大／ CCU
・・・・・・ 何れも水素利用が鍵

・燃焼利用等のCCU
・・・・・・ カーボンフリー水素利用の利便性を増す役割

H2

ｴﾈﾙｷﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ
・エネルギー調達多様化

産業競争力
・高い技術力

・知財・ノウハウ蓄積

環境
・高効率エネルギー利用
・低炭素化
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むすび ～水素社会構築に向けた取り組み～
・水素利活用の可能性

・・・・・・・・ 輸送・民生・工業ﾌﾟﾛｾｽ・宇宙・発電・ﾚｼﾞﾘｴﾝｽ対応

・基本戦略・ロードマップ
・・・・・・・・技術戦略の焦点は燃料電池・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・水電解

・水素供給コスト低減
・・・・・・・・サプライチェーン構築が急務

価格競争力のある海外水素（グローバル水素）の活用
余剰再エネ等を活用した国内水素（ローカル水素）製造基盤の確立

・水素キャリアの選定
・・・・・・・・液化水素・MCH・ｱﾝﾓﾆｱ・ﾒﾀﾈｰｼｮﾝの棲み分け

液化水素は大規模利用／MCHは排熱利用可能なサイト
アンモニアの直接燃焼利用／事業所内でのﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ活用

・水素関連プロジェクトが活発化
・・・・・・・・ NEDO事業／地域水素利活用・GI基金

<今後、求められる展開>
・水素の環境価値の顕在化と取引の制度化；水素の普及拡大の一助

・国際連携の強化；各国における環境条件・国情に応じた戦略との連携


